
道路関係四公団民営化

平成１７年１０月１日 高速道路株式会社、独立行政法人日本

高速道路保有・債務返済機構の設立

平成１６年 ６月９日 道路関係四公団民営化関係四法が公布

平成１４年 ６月７日 道路関係四公団民営化推進委員会

設置法成立



【民営化のイメージ】

道路関係四公団民営化法案の概要道路関係四公団民営化法案の概要

・高速道路の建設・管理・料金徴収を行う特殊会社を設立。

・政府は、総株主の議決権の３分の１以上の株式を保有。

・当分の間、政府の債務保証が可能。

日本道路公団
首都高速
道路公団

阪神高速
道路公団

本州四国
連絡橋公団

※ 経営安定化時、
西日本会社と合併

東日本高速
道路株式会社

中日本高速
道路株式会社

西日本高速
道路株式会社

首都高速
道路株式会社

阪神高速
道路株式会社

本州四国連絡
高速株式会社

【会社】高速道路の建設・管理・料金徴収

【機構】高速道路の保有・債務返済
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・ 高速道路に係る道路資産の保有・貸付け、債務の早期の確実な返済等を
行う独立行政法人として日本高速道路保有・債務返済機構を設立。

・ 民営化から45年後までに、債務の返済を完了させ、解散。
・ 貸付料の額は、債務の返済に要する費用等を貸付期間内に償うよう設定。

【資金の流れ】

借入金
債務

債務返済
（既存＋新規）

既存債務

新規債務

道路資産

借入金

料金（新規）

料金（既存）

貸付料

新規建設

完成後、資産・債務を
機構に帰属
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Built-Transfer-Operate

（Built）-Own-Transfer



公共工事の品質確保の促進に

関する法律 ・・・ 「品確法」

平成１６年１１月 議員立法として臨時国会に提出

平成１７年 １月 衆議院国土交通委員長提案として通常

国会提出

平成１７年３月３０日 同法可決成立

平成１７年４月 １日 同法施行

平成１７年８月２６日 「基本方針」 閣議決定



公共工事の品質確保の促進に関する法律
（概要）

公共工事の品質確保の関
する基本理念および発注
者の責務の明確化

「価格競争」から「価格と
品質で総合的に優れた調
達」への転換

発注者をサポートする
仕組みの明確化

公共工事の品質は、価格
および品質が総合的にす
ぐれた内容の契約がなされ
ることにより確保されなけ
ればならないことを明記
（第３条第２項）

・工事の経験等、技術能

力に関する事項を審査
（第１１条）

・技術提案を求める入札
（第１２条）

・技術提案についての改

善が可能（第１３条）

・技術提案の審査の結果を
踏まえた予定価格の作成
（第１４条）

・外部支援の活用によ
る発注者支援（第１５条）

政府の策定する「基本方針」に基づき、各発注者は必要な措置を講ずる（第８条）



品確法 基本方針
１．公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項

公共工事の品質低下
に対する懸念

・競争参加者の技術的能力の審査
・品質の向上に係る技術提案
・価格と技術提案を総合的に評価

・目的物の品質確保
・技術力のある業者を選定
・民間企業の高度な技術提案を活用
・価格以外を考慮した競争

・施工不良、工事の安全性の低下を防止
・一括下請負等の不正行為を防止
・不良・不適格業者を排除

・環境改善、構造物の長寿命化、工期短縮
・一定のコストに対する品質向上

・談合防止

・低入札工事の増加、事故や手抜き工事の発生、
下請け業者や労働者へのしわ寄せ

・技術職員が不在等の脆弱な体制の発注者

品質確保対策



有資格業者名簿登録

個別の工事に際しての技術審査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・建設業者及び配置予定技術者の同種・類似工事の経験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・簡易な施工計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・必要に応じ、配置予定技術者のヒアリング　

受注･竣工

工事成績評定

技術的な工夫の余地が小さい

総合評価
（標準型）

総合評価
（高度技術提案型）価格競争

※技術提案：一般的な工事においては、簡易な施工計画、品質管理等についての提案を求める。

　　　　　　　 技術的な工夫の余地が大きい場合は、上記に加え、施工上の提案、工事目的物の品質の向上に関する高度な提案を求める。

※審　査：施工能力の適格性を確認する。　　評　価：技術提案の点数付けを行う。

工事施工経験

工事成績

工事発注における
審査・評価に反映

工事の施工履
歴や工事成績
の保存・活用

技術的な工夫の余地が大きい

施工上の工夫等一般的な
技術提案
を求める

高度な技術や優れた工
夫を含む技術
提案を求める

（特に小規模な工事） 　一般的な工事

総合評価
（簡易型）

技
術
的
能
力
の
審
査

技
術
提
案
の
審
査
・
評
価

技術力を評価
・施工計画（施工手順・工期）、
品質管理（確認頻度、方法）

・建設業者及び配置予定技術者の
同種・類似工事の経験・成績　等

高度な技術力を審査・評価
・施工上の提案

安全対策、環境への
影響、工期の縮減　等

予定価格の作成

高度な技術力を審査・評価
・構造物の品質の向上を図る提案

強度、耐久性、景観、
ライフサイクルコスト　等

技術提案の改善



近畿地方整備局 総合評価委員会

専門部会

①総合評価方式の実施方針に関すること

②複数の工事に共通する評価方法に関すること

③必要に応じて個別箇所の評価方法や落札者の決定に関すること

福井県域、滋賀県域、京都府域、
大阪府域、兵庫県域、奈良県域、
和歌山県域 総合評価委員会

①複数の工事に共通する評価方法に関すること

②必要に応じて個別箇所の評価方法や落札者の決定に関すること

高度技術提案型の工事単位に部会を設立 事例）

トンネル工事

ＰＣ上部工事

ＰＣ上・下部工事

（「学」を中心とした

有識者で構成）

（「学」で構成）

（「学」を中心とした有識者で構成）



教授

弁護士

助教授

教授

助教授京都大学大学院工学研究科

神戸大学工学部

教授

京都大学大学院工学研究科

氏名 所       属

大西 有三

大阪工業大学工学部

京都大学大学院工学研究科

深川 良一

法常 格 佐野・法常法律事務所

角　哲也

奈良 敬 大阪大学工学研究科

教授

山内 直人 大阪大学大学院国際公共政策研究科 教授

井上　晋

立命館大學理工学部

古阪 秀三

道奥 康治 教授

近畿地方整備局総合評価委員会委員

平成１８年１月２１日設立



工事価格と性能等のみを相対的に評価
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平成１０年度～ 運用開始

平成１３年度～ インターネットで一般公開

平成１８年８月 「新技術活用システム」として本格運用










